
情報通信審議会 情報通信政策部会 

ＩｏＴ政策委員会（第８回）議事概要 

 

１ 日 時 

  平成２９年１月２４日（火）１０時００分～１１時３８分 

 

２ 場 所 

  総務省 １１階 第３特別会議室 

 

３ 議 事 

（１）事務局からの説明 

（２）意見交換 

 

４ 出席者（順不同、敬称略） 

【構成員】村井純主査（慶應義塾大学）、阿部展久（（株）みずほフィナンシャルグループ） 

岩田一政（日本経済研究センター）、内永ゆか子（NPO法人J-Win）、栄藤稔（(株)NTT

ドコモ）、加賀邦明（（株）地球快適化インスティテュート）、加藤百合子（（株）

エムスクエア・ラボ）、越塚登（東京大学）、砂田薫（国際大学GLOCOM）、竹村詠

美（Peatix Inc.）、谷川史郎（（株）野村総合研究所）、宮坂学（ヤフー（株）） 

 

【オブザーバー】山路栄作（内閣官房 IT総合戦略室参事官）、高橋衛（金融庁総務企画局 

政策課課長補佐（代理出席））、千家寛也（経済産業省商務情報政策局 

情報処理振興課情報化人材対策係長（代理出席））、橋本賢二（経済産 

業省経済産業政策局産業人材政策室室長補佐（代理出席）） 

 

【総務省】太田直樹（総務大臣補佐官）、谷脇康彦（情報通信国際戦略局長）、武田博之（大

臣官房総括審議官）、吉岡てつを（官房審議官）、吉田眞人（官房審議官）、吉

田博史（情報通信国際戦略局参事官）、高地圭輔（情報通信国際戦略局情報通

信政策課参事官）、山田和晴（情報通信国際戦略局技術政策課オリンピック・

パラリンピック技術革新研究官（代理出席））、中西悦子（情報通信国際戦略局



通信規格課長）、山碕良志（情報通信国際戦略局国際政策課長）、菱沼宏之（情

報通信国際戦略局国際経済課）、今川拓郎（情報流通行政局情報流通振興課長）、

吉田宏平（情報流通行政局情報流通振興課情報流通高度化推進室長）、大森一

顕（情報流通行政局情報流通振興課情報セキュリティ対策室長）、杦浦維勝（総

合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術システム課課長補佐（代理出席）） 

 

【事務局】小笠原陽一（情報通信国際戦略局情報通信政策課長） 

 

５ 配付資料 

  資料８－１ 第三次中間報告書（案）（概要） 

  資料８－２ 第三次中間報告書（案） 

  資料８－３ ＩｏＴ総合戦略ロードマップ（案） 

  資料８－４ ＩＣＴ街づくり推進会議スマートシティ検討ＷＧ第一次取りまとめ 

        （概要） 

  資料８－５ ＩＣＴ街づくり推進会議スマートシティ検討ＷＧ第一次取りまとめ 
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６ 議事概要 

（１）太田総務大臣補佐官 開会挨拶 

  本日は第三次中間報告書（案）が議題となる。第三次ということで、かなり実行に移

っているものもあり、これまでの反省も踏まえて、総務省内の部署を横断して、あるい

は他省庁とも連携しながら、縦割りを排して実行していく段階に入っている。 

 既に動き始めているものとして、来年度より、サイバーセキュリティの確保を担う人

材の育成ということで、重要インフラ系企業も巻き込んだ、３,０００人規模の実践的な

サイバー防御演習が行われる。 

また、プログラミング教育について、特に総務省では課外を中心に民間とも連携しな

がら小中高で取組を進めている。ただ、データセットの取扱いの主体をどうするのかと

いう課題にぶつかっている。 

 本年５月に改正個人情報保護法が施行されるが、情報信託の考え方を制度化するとい

うことに関しては、ユースケースも含めて、引き続き検討してまいりたい。加えて、情

報信託だけでは固定的なグループになってしまうため、データ取引市場のあり方も引き

続き検討するので、お知恵をおかりしたい。 

 さらには、ブロックチェーンについて、金融以外の、特に行政における分散型のデー

タベースや新しいトラストフレームワークの考え方、これがどういった形で活用できる

のか。行政の業務改革、こういった視点も含めて検討してまいりたい。 

 このようにアクションに移っており、具体的な壁が見えているものについては、これ

を見据えながら今後検討してまいりたい。 

 

（２）配布資料確認 

  事務局の小笠原情報通信政策課長より、配布資料の確認がなされた。 

 

（３）事務局からの説明 

  事務局より資料８－１に基づき第三次中間報告書（案）について、高地参事官より、

資料８－４に基づきスマートシティ検討ワーキンググループの取りまとめについて説明

を行った。その後、基本戦略ワーキンググループ（以下基本戦略WG）の主任である太田

補佐官、人材育成ワーキング（以下人材育成WG）主任である村井主査より補足説明がな

された。 



－2－ 

（太田総務大臣補佐官）   

２点補足させていただく。 

 第１に、基本戦略WGは、実行に重点を置いている。これまでは実証実験ばかりで、な

かなか社会実装されないので、今回は特に地域という観点を非常に重視している。昨年

の臨時国会で官民データ活用推進基本法が成立し、来年度、努力義務ではあるが、市町

村で官民データ活用推進計画を策定し、街づくりや産業振興のためのデータ活用の動き

が始まる。今回取りまとめる内容やスマートシティとの連携も含めて進めていきたい。 

先週のダボス会議も、都市を単位に、データをどう蓄積をして交通やエネルギー、医療、

教育に活用していくのか、かなりいろいろな動きがあった。地域、都市単位で成果を出

していくことが重要だと認識している。 

 第２に、昨年の秋から人工知能に関して産官学連携の会議体が開催されており、先週、

ロードマップの（案）が出された。国も文科省、経産省、総務省で連携して人工知能に

関して検討をしているが、どこでデータをためるかが肝になる。制度面、あるいは物理

的な面も含め、どうしていくのか意識しながら進めていくことを考えている。 

 

（村井主査） 

  人材育成WGについて補足する。３点、大変重要なことがある。 

 第１に、小さなトラフィックから大きなトラフィックまでがネットワーク上に共存し

ながらネットワーク自体が発展をしていく時代に入り、インフラ機器等のネットワーク

資源を最適に利用することでネットワークにかかるコストを下げることにもつながる。

このような効果をもたらす技術を全部ひっくるめてソフトウエア化と定義している。具

体的にはソフトウエアディファインドネットワークやソフトウエアディファインド・イ

ンターネットエクスチェンジなどが挙げられるが、ソフトウェアによって定義されたア

ーキテクチャーや、その技術の発展やオペレーションのために必要な人材、そして標準

化を含めた技能が必要になってくる。 

 第２に、５Ｇといった新しい技術の発展により、例えばＩｏＴのデバイスがどこにあ

るのか、これは誰によってアクセスされたのか、どこにデータやストレージがあるのか、

といったように、トラフィックが保有するルール（規則）が変わっていく。トラフィッ

クが持っているルールをトラフィックポリシーと言うが、そのポリシーを今後はＮＦＶ

とＳＤＮで実現をしていくことになる。複雑化して多様化する新しいポリシーをソフト
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ウエアによって定義していかなければならない。 

 第３に、サイバーセキュリティの観点である。ＮＦＶについて、一番の例になるのは

ファイアウォールだが、ファイアウォールをネットワーク上のどこに配置することでト

ラフィックの安全性を守るのかということが、サイバーセキュリティの実現に直結をし

ている。このことがＮＦＶの一番の強味であるが、どのような方法で運用していくのか、

あるいはどういったことをきっかけにしてNFVを実現していくのかが、教育面や技術面で

大変重要になってくる。 

 

（４）意見交換 

（宮坂委員） 

  幅広く包括的にまとまったと思う。一番大事なチャートは、資料８－１の２ページ目。

２１世紀の国のビジネスモデルが描かれており、大きな指針になる。特に、一番上に描

かれているサイバー空間に新しいインフラをつくらないといけない。データセンター、

ネットワーク投資をどうするか、求められる人材の質も大きく変化するので、２１世紀

のインフラはサイバー空間にどれだけ集中投資できるかが鍵になる。このサイバー空間

を、ほかの国に依存することなく自分たちでメイクする国になろうということが決まっ

た認識しているので、ぜひそれに向けて、私も一民間企業の立場として、メイクする側

の人間として頑張っていきたい。 

 

（内永委員） 

  色々な観点を組み込んだまとめ方になっておりすばらしい。これをどう実行するかと

いうことが一番のポイント。 

 中でも、求められるＩＴ人材が違ってくるということから考えたときに、どうやって

この人材を育成するのか。また、こういった人材を、日本人だけに限らず、世界中から

いかに集めるかということも日本がリーダーシップをとっていく上で極めて大事。日本

の中だけでなく、むしろグローバルで調達するというようなこともあっていいんではな

いか。 

 いずれにせよ、これだけのことを時間が限られた中で実行していくには、企業、自治

体などと総合的にやっていく必要がある。その際、いわゆるセンターオブコントロール

をどうやって考えていくのかをぜひ考慮いただきたい。 
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（阿部委員）  

 ブロックチェーンについて。私ども、子会社、国内の金融機関、グローバルのコンソ

ーシアムで幾つかブロックチェーンの実証実験を行っている。特性からすると、たくさ

んの参加者がいて、それなりのトランザクションがあるユースケースというと、金融分

野では、例えば送金やトレードファイナンスであったり、ＫＹＣ（Know Your Customer）

といったところで、使えるめどはついている一方で、認証基盤ということで、非金融分

野での活用の検討ということが非常におもしろいなと思っている。夏に向けて検討とい

うことなので、私どもがやってきた結果もぜひフィードバックしながら、金融以外も含

めて連携するような仕組みをつくっていければ楽しい世界が待っているんじゃないかと

思う。 

  

（岩田委員） 

  ３点ほど申し上げたい。 

第１に、資料８－１の５ページ目のプラットフォーム層ついて２つほどお伺いしたい。

１つはマイナンバーカードの利用証明機能をスマートフォンに格納するということにつ

いて。資料８－２の本文では、マイナポータルが７月から本格稼働するということにな

っているが、マイナンバーカード自体が、今どのくらいの割合まで行き渡っているのか。

もう１つは、情報銀行の制度のあり方に関する検討について。本文では、個人の情報コ

ントローラビリティと書いているが、プライバシーについて、本人がデータ提供を拒ん

だ場合の扱いはどうなるのか、それから情報銀行というのはビジネス、第三者に活用を

促すためにつくるのかどうか。最近では、中国が個人の行動から信用度を格付けするソ

ーシャル・レーティング・システムの構築を目指したり、諸外国でも個人認証システム

が運用されているが、情報銀行制度は個人のプライバシーとどのように調和するのか。 

 第２に、資料８－１の８ページ目のレイヤー縦断型施策について。ＡＰＥＣにおける

越境プライバシールールの推進は、大いにやっていただきたい。ＥＵ等とのパーソナル

データの越境流通に関しては対話の推進という記述になっているが、対話だけでいいの

か。ＡＰＥＣではできて、なぜＥＵではルールまでいかないのか。 

 第３に、資料８－１の１５ページ目について。インターネット・エクスチェンジ（以

下ＩＸ）は、複数のセンターから送られてきたデータをうまく処理するところで、情報
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の結節点としてデータが集中する。ということは、ＩＸが攻撃されれば、多大な影響が

出る。サイバーアタックに対してＩＸの仕組みはどのくらいロバストなものなのか、お

伺いしたい。 

  

（村井主査） 

  岩田構成員のご質問に関して、回答を事務局よりお願いする。 

 

（小笠原課長） 

  マイナンバーカードは、１,１００万から１，２００万程度行き渡っている。昨年、シ

ステム障害もありカード交付は随分と遅れ、ご迷惑をおかけした。集中的に取組を進め、

去年の１１月、自治体等における滞留ということについては解消した。今後あらゆる手

段によりマイナンバーカードを普及し、その効用をご理解いただくとともに、民間開放

したことのメリットをあらゆる分野で推し進めていきたい。また、マイナポータルが今

年の７月から本格稼働となるが、例えば子育てワンストップ、あるいはコンビニでの戸

籍取得といったような、まずは比較的ご要望の強いところからマイナポータルの機能と

して実装し、将来的には、例えば還付申請のときの医療機関からのレシートなどもマイ

ナポータルで電子的に全て処理できるように取組を進める。 

 情報銀行のご質問について。既にデータを収集しており、かつＡＩ等を活用すればさ

まざまな付加価値が得られる可能性があるにもかかわらず、既存の組織の中で死蔵、破

棄されてしまっているような事態が起こらないように、集められたデータが有効に分析

され、その結果が実際のリアルの世界に還元されていくように個人情報保護法制のあり

方も検討していきたい。 

 ＥＵとのパーソナルデータの越境流通について、。考え方としては、ＥＵの十分性認定

という枠組みに乗るか、あるいはアメリカ、ヨーロッパの２国間での取り決めにいくか、

今まさに政府一体として考え方を取りまとめ、ＥＵと向き合って早急に話し合いを進め

ていくという段階に来ている。 

 最後にＩＸについて。特にセキュリティ面等、実際のアプリケーションサービスにな

ると、使われている技術もさまざま。グローバルな意味でも当然相互接続は実現してい

く必要があるが、それを実現しているのがＩＸ。そのＩＸに、ＳＤＮ、ＮＦＶを実装し

ていったときに、実際運用できるかどうか。ＩＸという場を仮想的につくり出して、多
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様なポリシー、多様な技術、そういったネットワークをＳＤＮ／ＮＦＶで運用していけ

るように訓練の場をぜひつくっていきたいと考えている。 

  

（村井主査） 

  十分性の認定の件は、ＥＵは、国単位とともに企業ごとの申請と認可で動いているの

で、もう一つのパターンとして企業ごとの体制で進めていくというのがあるかと思う。 

 それから、マイナンバーに関して、地方自治体のコンピューターシステムがどうやっ

て動いているのかを総務省が把握できていないので、こういうことが起こっているとい

う見方もある。要するに地方行政の情報システムと国の方針との連結ができていないこ

とが問題じゃないかと思う。 

 

（栄藤委員） 

  スマートシティに興味があり、私どもの部署では、例えばタクシーの最適配置とか、

スマートパーキングなどに取り組んでいるが、経験して思うのは、開発主体と運用主体

が一致した方が良いと思っている。バルセロナでは、司令塔が市の中にあって、全体設

計や、データをどこに置くべきかというのも決める。開発と運用が一致し、高速ＰＤＣ

が回るような形にしないと、つくる人、納める人、回す人、それぞれの役割が済んだら、

実験終わりとなってしまうので、司令塔を市につくるのか、もしくは予備費としてつけ

るか、そういう仕組みがあるといいのかなと思う。 

 

（加賀委員） 

  まず、すばらしいまとめとなっており、この形でまとめていただければと思う。 

 資料８－１の２ページに、３０兆円の付加価値の創出とあるが、企業の経営者の方々

は、ＩｏＴの部署を設置しても満足な成果を得られず、実は非常に今迷っている印象が

ある。何回か経営者ＯＢ向けに講演しているが、物自身の価格はどんどん下がっていっ

て競争力を失うが、データが集まる仕組みということで、物を持っていることは強味で

すよということを常々言っている。経営層向けに、何かもうちょっと伝える部分があっ

ていいかなと思う。 

 ＩｏＴの普及によって生産計画の人員、それからＱＣ（Quality Control）の要員が減

る一方で、増えるのはエンジニアリング部門で、要員の配置が劇的に変わる。ＩＴの要
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員を増やしたり、配置転換であったり、それに伴う教育と言っても、どこから手をつけ

ていったらいいのか迷っているというのが実態じゃないかと思う。これに関して、助言

等明確な伝え方の工夫が要るのではないかと思う。 

 

（加藤委員） 

 地域での取組として、昨年から「やさいバス」という青果物流に取り組んでいる。１月

５日に実証をスタートして、静岡県内を走り始めた。この実証を通じて、地域への実装の

ためには、地域デザインをするチームが１つ必要だと感じた。それも、ＪＡや、行政にも

しがらみのないベンチャー企業が、新しい地域デザインをする組織となれば、実装が進む

かと思う。 

 また、地域デザインの施行のプロセス化がとても大事。前にお会いした東大の名誉教授

である佐藤先生は、ＰＤＣＡサイクルの中でも深堀りしていく項目が必要で、さらに技術

的な改善が必要だとか、実験を終わったから次は実装で、また技術開発をしてという一方

通行ではなくて、行ったり来たりしながら実装というものはされていくのだろうというお

話をされていた。私たちはそれを実感しているが、地域に展開していくには、マニュアル

化、プロセス化してきちっと見える化しないと、展開は難しいと感じている。 

 

（越塚委員） 

  非常に多くのテーマをすばらしくまとめていると思う。 

 特にパーソナルデータ活用、個人情報のコントローラビリティは、ＩＣＴの基本政策

としても非常に深い面があると思う。経団連の中でも、データ流通に関する研究会が立

ち上がり、私が主査をやらせてもらっているが、個人情報に限らずデータ利活用方策に

対する関心が高い。ヒアリングの中で、興味深かったのは、オープンな、国全体では個

人情報の流通は問題になる可能性があるが、クローズな、例えば会社の中であれば個人

情報を利用したサービスが行われ、高いサービスを実現できていると言う。 

 ヨーロッパに目を向けて見ると、ＧＤＰＲ（ＥＵ一般データ保護規則）に日本がどう

対応するかという話がある。以前、村井先生が、日本はものづくりの国というのは、半

分合っているけど、半分間違っていて、日本は品管の国だとおっしゃっていた。非常に

同感していて、サービスにおいても、ものづくりにおいてもクオリティーが高いという

ことが日本の一つ戦う面だとすると、日本で例えばサービスのクオリティーを高めてい
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くには、個人にフィットした高い品質のサービスが必要で、個人情報を使わなければい

けないといったときに、個人情報の使い方や、ＰＤＳ的なものから、情報銀行、取引市

場といろんな広い面がある。その中で、日本はどの面で戦っていくのかということを、

よく考え、よく議論していかなければいけない。 

 

（砂田委員） 

  ＩｏＴ総合戦略の基本的枠組みは非常によくまとまっている。特に、デザイン思考と

いう言葉で人間中心的なアプローチの重要性を指摘したこと、イノベーションにおいて

も組織間連携を重視するというオープンな視点を強調したことは良かったと思う。 

 その上で、２つ意見を言わせていただく。既に２点ともこれまでのご指摘と関連する

が、第１に、プラットフォーム層の公的個人認証サービスの開発にあたってはデザイン

思考を取り入れてほしいということだ。私は１０年近くe-Taxを利用しているが、いまだ

に操作に戸惑うことが少なくない。また、先週からマイナポータルの登録ができるとい

うので早速アクセスしてみたが、「ただいま処理中です。しばらくお待ちください」とい

う画面が３０分ほど続き、うまくできなかった。簡単に使えなければ、システムの利用

率はいつまで経っても上がらず、結局は投資が無駄になる。それを避けるためにも、使

いやすいユーザーインタフェースをつくるための体制や方法が優先度の高い課題である

と位置付けていただきたい。 

 第２に、日本型スマートシティ構想のなかで、コミュニティ内部のスマート化だけで

はなく、コミュニティ間の横連携もスマートにしていくことを検討すべきではないかと

思う。現在、１７００余りある地方自治体の住民票申請手続きや公共調達の入札手続き

などがバラバラで、企業にとっては非効率を強いられているという問題がある。地方自

治体の情報システムは、コンテンツなどで地域の独自性を発揮すべきものがある一方で、

道路や鉄道のようにインフラとして統一して整備したほうがいいものもある。そういう

自治体間で共通化できる行政デジタルサービスについては、国が先導して推進してもい

いのではないかと考えている。 

 

（竹村委員） 

  私も宮坂委員と同じで、２ページの基本的枠組みというところが全体として非常にす

ばらしくまとまっていると思う。データ主導社会の実現や第四次産業革命という言葉自
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体は流布しているが、いよいよそれがどういうことなのか、実益を国民の皆様が感じて

いくには、実証実験、その後の自立的なプロジェクトの推進が必要になるので、ぜひ、

ＰＤだけではなくＣＡのところまでチェックして、それからまたリフレクションして、

自立的に進められるアクションにつながっていくとすばらしいなと思っている。また、

自治体において、スピーディーに実証実験をやっていくことはすばらしいと思うが、結

果を横展開して、より効率的に全国で活用していくといことに関してもご検討いただき

たい。 

私も長い間ＩＴ業界にいるので、データの互換性というところで非常に長年苦しめら

れてきた当事者の一人であるが、地方自治体、企業主体でデータのプラットフォームを

つくっていくタイミングで、例えば自治体間のデータの互換性が担保され、オープンデ

ータとしてそれが利用できるとなったときも、自治体によって出てくるデータのフォー

マットが違うので、また加工するのに時間がかかり、例えばベンチャー企業が参画しづ

らいという事態にならないように配慮いただきたい。 

 今回の報告書には、特にベンチャーに関して明記はされてないが、データ主導社会と

いうものに変革していく中で、うまくベンチャーのクイックな取組やイノベーションを

活用することにより、スピードアップして実現できると良い。 

  

（谷川委員） 

  網羅性の高い取りまとめになっているかと思う。私のほうから２つ、コメントと意見

を申し上げたい。 

まず１つはコメント。グレーゾーンの多い日本において、情報銀行やデータ取引市場

の検討を行うことは良いと思っている。一方で、自分のデータに価値があると思ってい

る人とないと思っている人それぞれが、自分のデータを売買することに対してどう思っ

ているかを年末に国内でアンケート調査したところ、自分のデータに価値があると思っ

ている人はデータの売買に対して否定的な傾向であった。この結果を踏まえると、デー

タ取引市場という言葉のイメージを変えたほうがいいかもしれない。また、情報銀行の

銀行というのも、商売をしているイメージが強くてひょっとすると抵抗を持たれるかも

しれない。 

 続いて、意見になるが、今、ＩＢＭを中心にしてサーバーのビジネスが急速に縮小し

ているが、資料８－１の３ページの絵は、サーバーが手に入らなくなることをほとんど
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想定していないかと思う。今後、このクラウドと言われているものがもう一段縦方向に

垂直統合が始まりそうで、ＣＰＵレベルから全く違うサーバーの設計が必要で、これを

クラウド化するための、極めて特殊なＯＳを多分開発することになる。また、コネクテ

ィッドカーの実現にも、全く違うＣＰＵからクラウドを設計するが必要になる。しかし、

このままでいくと日本からエンジニアがいなくなり、そもそもサーバーというマーケッ

トもなくなって、ＯＳを売ってくれる人がいなくて、部品をつくるということ自体もま

まならなくなる。資料８－２の冒頭で記述のある、３０兆円の付加価値について、どこ

に付加価値があるかを議論していくと、クラウド上でソフトウエアを開発すると、生産

性は１０倍以上になるが、そこの付加価値はすごく薄い。逆にビジネスでどう儲けるか

が大事だが、今後、クラウド化が進んでくると、プログラミングばかりに力を入れても、

安い仕事しか残ってなくて、クラウド全体を設計できる人たちにはかなり高給取りが出

てくると思う。今回の取りまとめの中では間に合わないと思うが、霞が関クラウドを本

格的に実証の場として、クラウドエンジニアを育てるような場としてつくり直すという

ことを考えてはかがか。また、他の委員からもコメントがあったが、ばらばらの各地方

自治体のシステムについても、霞が関クラウド上に乗せるということを、総合戦略の次

のステップとして考えてはいかがか。 

 

(村井主査) 

  どうもありがとうございました。いろいろ貴重なご意見をいただいたかと思う。 

 個人情報というのは、うまく情報を取れて使えれば、良いサービスができるのは間違

いないが、良いサービスが競争になるためのプラットフォームや、社会構造をどうつく

るかが問題。現状のできないだろうというところから始めるとなかなかできないが、ほ

かの国に比べてどうなのかとか、他国で出来たことが日本でできないというのはなぜだ

とか、そういうような目を持って比較することも重要。 

 いずれにせよ、いただいたご意見をもとにしまして、審議会への報告内容、残りの修

正等を主査に一任していただいてよろしいか。 

（「はい」の声あり） 

ありがとうございます。それでは、そのように進めさせていただきたいと思う。 

 なお、中間報告書に記載されているように、データ取引市場、それからブロックチェ

ーンについては、検討の場を設けて進めていただく必要があるということで、基本戦略
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ワーキンググループの下に設けて審議を進めていただくということで、宿題の事項とし

たいと思う。太田補佐官、よろしくお願い申し上げる。 

 

（５）閉会 

事務局から、１月２７日の情報通信審議会総会で村井先主査及び須藤情報通信政策部

会長から報告いただく旨説明がなされた。 

 また、村井主査より指示のあった、基本戦略の下の新たな検討の場ついても、至急準

備を進める旨説明がなされた。 

 


